
JP 2017-133360 A 2017.8.3

10

(57)【要約】
【課題】意匠性、施工性あるいはメンテナンス性に優れ
たトイレ装置を提供することを目的とする。
【解決手段】ボウル部を有する便器と、前記便器の上に
配置され、商用電源に接続された人体洗浄装置と、前記
便器に設けられた便器洗浄機構と、前記便器洗浄機構を
、前記商用電源が停電したときに駆動可能な電池を収納
する電池ボックスと、を備え、前記人体洗浄装置のケー
ス本体に対して取り外し可能な開口窓を開けて前記ケー
ス本体に形成された開口を開放可能とし、前記電池ボッ
クスが、上方から、取り外し可能とされたことを特徴と
するトイレ装置が提供される。
【選択図】図４
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ボウル部を有する便器と、
　前記便器の上に配置され、商用電源に接続された人体洗浄装置と、
　前記便器に設けられた便器洗浄機構と、
　前記便器洗浄機構を、前記商用電源が停電したときに駆動可能な電池を収納する電池ボ
ックスと、
　を備え、
　前記人体洗浄装置のケース本体に対して取り外し可能な開口窓を開けて前記ケース本体
に形成された開口を開放可能とし、前記電池ボックスが、上方から、取り外し可能とされ
たことを特徴とするトイレ装置。
【請求項２】
　前記ケース本体は、第１の仕切部を有し、
　前記開口窓と前記第１の仕切部とにより形成され、前記電池ボックスが配置される接続
空間部が前記本体ケースの内部に設けられたことを特徴とする請求項１記載のトイレ装置
。
【請求項３】
　給水源に接続され前記人体洗浄装置および前記便器洗浄機構のいずれか一方に洗浄水を
供給する第１の通水管と、
　前記第１の通水管から分岐し前記人体洗浄装置および前記便器洗浄機構のいずれか他方
に洗浄水を供給する第２の通水管と、
　前記接続空間部に設けられ、前記第２の通水管と前記人体洗浄装置とを接続する給水接
続部と、
　前記接続空間部に設けられ、前記給水接続部と前記電池ボックスとを隔離する第２の仕
切部と、をさらに備えたことを特徴とする請求項２記載のトイレ装置。
【請求項４】
　前記ケース本体に対して着脱可能とされたカバー部材であって、前記第２の仕切部のう
ちの少なくとも一部を形成し第１の嵌合部を有するカバー部材をさらに備え、
　前記開口窓は、前記開口を閉じた状態において前記接続空間部の側に設けられ前記第１
の嵌合部と係合する第２の嵌合部を有することを特徴とする請求項３記載のトイレ装置。
【請求項５】
　前記給水源から前記第１の通水管へ供給される洗浄水の通水を制御する電磁弁をさらに
備え、
　前記電池は、前記商用電源が停電したときに前記電磁弁を駆動可能とすることを特徴と
する請求項３または４に記載のトイレ装置。
【請求項６】
　前記開口窓は、前記開口を閉じた状態において前記接続空間部の側に設けられ前記接続
空間部へ向かって突出した導水リブを有し、
　前記ケース本体は、前記開口の周囲のうちの少なくとも一部に設けられ前記導水リブを
伝ってきた水を前記接続空間部に進入させることなく外部へ導く排水溝を有することを特
徴とする請求項２～５のいずれか１つに記載のトイレ装置。
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の態様は、一般的に、トイレ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　見栄えの良さを特徴とし、側面に開口のない洋風便器が知られている。このような洋風
便器においては、便器に設置される局部洗浄装置への給水の接続および便器洗浄への給水
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の接続は、給水源に接続された分岐栓を介して行われている（特許文献１）。
　また、停電などにより給電が行なえない場合を考慮して、特許文献１に記載された便器
装置には手動操作部が設けられている。しかしながら、特許文献１に記載された便器装置
においては、停電などにより商用電源からの給電が行なえない場合に、電磁弁などを駆動
可能な電池を設けることが考慮されていなかった。
【０００３】
　ここで、特許文献１に記載された便器装置においては、局部洗浄装置のカバーの側面に
設けられた開口から、商用電源と局部洗浄装置とを電気的に接続する配線のコネクタ接続
部にアプローチすることができる。そのため、仮に、特許文献１に記載された便器装置に
電池を収納する電池ボックスを設ける場合には、コネクタ接続部の近傍に電池ボックスを
設けることが考えられる。しかしながら、カバーの側面に設けられた開口を利用して電池
ボックスの取り付けと取り外しを行うようにすると、施工性あるいはメンテナンス性が低
下したり、見栄えの良さ（意匠性）が低下したりするおそれがある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００３－２６８８５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、かかる課題の認識に基づいてなされたものであり、意匠性、施工性あるいは
メンテナンス性に優れたトイレ装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　第１の発明は、ボウル部を有する便器と、前記便器の上に配置され、商用電源に接続さ
れた人体洗浄装置と、前記便器に設けられた便器洗浄機構と、前記便器洗浄機構を、前記
商用電源が停電したときに駆動可能な電池を収納する電池ボックスと、を備え、前記人体
洗浄装置のケース本体に対して取り外し可能な開口窓を開けて前記ケース本体に形成され
た開口を開放可能とし、前記電池ボックスが、上方から、取り外し可能とされたことを特
徴とするトイレ装置である。
【０００７】
　このトイレ装置によれば、電池ボックスは、開口窓が閉じた状態では外観に露出しない
。そのため、電池ボックスが使用者等にとって見えにくい。これにより、意匠性に優れた
トイレ装置を提供することができる。
　また、電池ボックスが、上方から、取り外し可能とされている。そのため、使用者や施
工業者は、電池ボックスの取り付けまたは取り外しを容易に行うことができるので、施工
性およびメンテナンス性に優れたトイレ装置を提供することができる。
【０００８】
　第２の発明は、第１の発明において、前記ケース本体は、第１の仕切部を有し、前記開
口窓と前記第１の仕切部とにより形成され、前記電池ボックスが配置される接続空間部が
前記本体ケースの内部に設けられたことを特徴とするトイレ装置である。
【０００９】
　このトイレ装置によれば、開口窓と第１の仕切部とにより形成された接続空間部に電池
ボックスを設けているので、ケース本体の内部で漏水が生じても電池ボックスに水がかか
るのを抑制することができる。
【００１０】
　第３の発明は、第２の発明において、給水源に接続され前記人体洗浄装置および前記便
器洗浄機構のいずれか一方に洗浄水を供給する第１の通水管と、前記第１の通水管から分
岐し前記人体洗浄装置および前記便器洗浄機構のいずれか他方に洗浄水を供給する第２の
通水管と、前記接続空間部に設けられ、前記第２の通水管と前記人体洗浄装置とを接続す
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る給水接続部と、前記接続空間部に設けられ、前記給水接続部と前記電池ボックスとを隔
離する第２の仕切部と、をさらに備えたことを特徴とするトイレ装置である。
【００１１】
　このトイレ装置によれば、給水接続部において漏水が生じても、水が電池ボックスの側
へ進行することを抑制することができる。これにより、ショート（短絡）が生ずることを
抑制することができる。
【００１２】
　第４の発明は、第３の発明において、前記ケース本体に対して着脱可能とされたカバー
部材であって、前記第２の仕切部のうちの少なくとも一部を形成し第１の嵌合部を有する
カバー部材をさらに備え、前記開口窓は、前記開口を閉じた状態において前記接続空間部
の側に設けられ前記第１の嵌合部と係合する第２の嵌合部を有することを特徴とするトイ
レ装置である。
【００１３】
　このトイレ装置によれば、施工業者等は、カバー部材をケース本体に取り付けていない
場合には、第１の嵌合部と第２の嵌合部とを係合させることができない。そのため、施工
業者等によるカバー部材の取り付け忘れを防止することができる。
【００１４】
　第５の発明は、第３または第４のいずれか１つの発明において、
前記給水源から前記第１の通水管へ供給される洗浄水の通水を制御する電磁弁をさらに備
え、前記電池は、前記商用電源が停電したときに前記電磁弁を駆動可能とすることを特徴
とすることを特徴とするトイレ装置である。
【００１５】
　このトイレ装置によれば、電池ボックスは、開口窓が閉じた状態において接続空間部に
隠蔽される。そのため、衛生洗浄装置の意匠性を損なうことなく、停電時でも便器洗浄を
行うことができるトイレ装置を提供することができる。
【００１６】
　第６の発明は、第２～５のいずれか１つの発明において、前記開口窓は、前記開口を閉
じた状態において前記接続空間部の側に設けられ前記接続空間部へ向かって突出した導水
リブを有し、前記ケース本体は、前記開口の周囲のうちの少なくとも一部に設けられ前記
導水リブを伝ってきた水を前記接続空間部に進入させることなく外部へ導く排水溝を有す
ることを特徴とするトイレ装置である。
【００１７】
　このトイレ装置によれば、ケース本体と開口窓との間の隙間から水が進入しても、その
水は、導水リブを伝って排水溝へ導かれ、接続空間部に進入することなく排水溝を通りト
イレ装置の外部へ排出される。これにより、水が電池ボックスにかかることはない。その
ため、電池においてショートが生ずることを抑制することができる。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明の態様によれば、意匠性、施工性あるいはメンテナンス性に優れたトイレ装置が
提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の実施の形態にかかるトイレ装置を表す模式的斜視図である。
【図２】本実施形態の要部構成を表すブロック図である。
【図３】本実施形態の便器の内部構造を表す模式的斜視図である。
【図４】本実施形態の接続空間部の構造を表す模式的斜視図である。
【図５】本実施形態の接続空間部を上方から眺めた模式的平面図である。
【図６】本実施形態にかかるトイレ装置の施工方法の概略を説明する模式的斜視図である
。
【図７】本実施形態の接続空間部を斜めから眺めた模式的斜視図である。
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【図８】本実施形態の接続空間部を拡大して眺めた模式的斜視図である。
【図９】本実施形態の衛生洗浄装置の分岐金具を説明する模式的斜視図である。
【図１０】本実施形態衛生洗浄装置の分岐金具とコントロール蓋との関係を表す模式的断
面図である。
【図１１】本実施形態の給水接続部の接続方法の一例を例示する模式的斜視図である。
【図１２】給水接続部における工具施工空間を説明する模式的平面図である。
【図１３】本実施形態の接続空間部を斜めから眺めた模式的斜視図である。
【図１４】本実施形態のカバー部材を表す模式的斜視図である。
【図１５】本実施形態の給電接続部の接続方法の一例を例示する模式的斜視図である。
【図１６】本実施形態のカバー部材および開口窓の取り付け方法の一例を例示する模式的
斜視図である。
【図１７】本実施形態の接続空間部を表す模式的斜視図である。
【図１８】本実施形態の開口窓を表す模式的斜視図である。
【図１９】本実施形態の開口窓を表す模式的平面図である。
【図２０】本実施形態のケーシング本体の開口部分を表す模式的斜視図である。
【図２１】本実施形態のカバー部材を表す模式的斜視図である。
【図２２】本実施形態のカバー部材および開口窓の施工方法の一例を例示する模式的斜視
図である。
【図２３】図２２（ｄ）に表した切断面Ｃ－Ｃにおける模式的断面図である。
【図２４】本実施形態の接続空間部の周囲の水の流れを表す模式的斜視図である。
【図２５】本実施形態の排水溝を表す模式的斜視図である。
【図２６】本実施形態の開口窓を表す模式的平面図である。
【図２７】本実施形態の排水溝および導水リブを表す模式的断面図である。
【図２８】変形例の排水溝を表す模式的斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施の形態について図面を参照しつつ説明する。なお、各図面中、同様
の構成要素には同一の符号を付して詳細な説明は適宜省略する。　
　図１は、本発明の実施の形態にかかるトイレ装置を表す模式的斜視図である。　
　図２は、本実施形態の要部構成を表すブロック図である。
【００２１】
　図１に表したトイレ装置１０は、ボウル部８０１を有する洋式腰掛便器（以下説明の便
宜上、単に「便器」と称する）８００と、その上に設けられた衛生洗浄装置（人体洗浄装
置）１００と、を備える。衛生洗浄装置１００は、ケーシング（ケース）１１０と、便座
１８０と、を有する。便座１８０は、ケーシング１１０に対して開閉自在に軸支されてい
る。なお、衛生洗浄装置１００は、便蓋を有していてもよい。この場合には、図示しない
便蓋は、便座１８０と同様にケーシング１１０に対して開閉自在に軸支される。
【００２２】
　図１に表したように、ケーシング１１０は、人体洗浄機構１４０（図２参照）を収納す
るケーシング本体（ケース本体）１２０と、開口窓１３０と、を有する。ケーシング本体
１２０の後方部（背面部）には、開口１２１が設けられている。開口窓１３０は、ケーシ
ング本体１２０の後方部に取り付けられている。開口窓１３０は、ケーシング本体１２０
に対して取り外し可能とされてなり、ケーシング本体１２０に対して開閉自在に軸支され
ている。つまり、開口窓１３０は、開口１２１を開閉する。
【００２３】
　なお、本願明細書においては、便座１８０に座った使用者からみて上方を「上方」とし
、便座１８０に座った使用者からみて下方を「下方」とする。また、便座１８０に座った
使用者からみて前方を「前方」とし、便座１８０に座った使用者からみて後方を「後方」
とする。あるいは、便器８００の方向を向いて便器８００の前に立った使用者からみて手
前側を「前方」とし、便器８００の方向を向いて便器８００の前に立った使用者からみて
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奥側を「後方」とする。また、便器８００の方向を向いて便器８００の前に立った使用者
からみて右側を「右側方」とし、便器８００の方向を向いて便器８００の前に立った使用
者からみて左側を「左側方」とする。
【００２４】
　図２に表したように、便器８００には、電磁弁８１１と、分岐部８１３と、便器洗浄機
構８２０と、が設けられている。電磁弁８１１は、第１の通水管２１１の上流側に設けら
れている。電磁弁８１１は、開閉可能な電磁バルブであり、便器洗浄機構８２０からの指
令に基づいて水の供給を制御する。便器洗浄機構８２０は、例えば、図示しない加圧ポン
プや貯水タンクなどを有し、ボウル部８０１を洗浄する。
【００２５】
　ケーシング本体１２０の内部には、人体洗浄機構１４０が設けられている。人体洗浄機
構１４０は、制御部１４１と、ノズルモータ１４３と、ノズル１４５と、を有する。ノズ
ル１４５は、ノズル配管１４５ａと、ノズル本体１４５ｂと、を有する。ノズル１４５は
、ノズルモータ１４３からの駆動力を受け、便器８００のボウル部８０１内に進出したり
後退することができる。つまり、ノズルモータ１４３は、制御部１４１からの指令に基づ
いてノズル１４５を進退させることができる。ノズル１４５は、その先端部に設けられた
図示しない吐水口から水を噴射して、便座１８０に座った使用者の「おしり」などを洗浄
することができる。なお、本願明細書において「水」という場合には、冷水のみならず、
加熱されたお湯も含むものとする。　
　人体洗浄機構１４０は、例えば熱交換ユニットや流調・流量切換弁などを有していても
よい。
【００２６】
　本実施形態のトイレ装置１０は、第１の通水管２１１と、第２の通水管２１２と、を備
える。　
　第１の通水管２１１は、給水源２０１に接続され、便器洗浄機構８２０に洗浄水を供給
する。具体的には、第１の通水管２１１は、第１の配管２１１ａと、第２の配管２１１ｂ
と、第３の配管２１１ｃと、を有する。第１の配管２１１ａは、給水源２０１と電磁弁８
１１とに接続され、給水源２０１から供給された水を電磁弁８１１へ導く。第２の配管２
１１ｂは、電磁弁８１１と分岐部８１３とに接続され、電磁弁８１１から供給された水を
分岐部８１３へ導く。第３の配管２１１ｃは、分岐部８１３と便器洗浄機構８２０とに接
続され、分岐部８１３から供給された水を便器洗浄機構８２０へ導く。
【００２７】
　第２の通水管２１２は、分岐部８１３において第１の通水管２１１から分岐し、衛生洗
浄装置１００に洗浄水を供給する。例えば、第２の通水管２１２は、給水接続部２３１に
おいてノズル配管１４５ａと接続され、ノズル配管１４５ａを通してノズル本体１４５ｂ
に洗浄水を供給する。第２の通水管２１２は、便器８００の内部および衛生洗浄装置１０
０の少なくともいずれかの内部に隠蔽されている。第２の通水管２１２と人体洗浄機構１
４０との給水の接続部（給水接続部２３１）は、接続空間部１１５に設けられている。そ
して、給水接続部２３１の接続および取り外しについては、開口窓１３０を開けることに
より行うことができる。
【００２８】
　なお、第１の通水管２１１は、給水源２０１に接続され、衛生洗浄装置１００に洗浄水
を供給してもよい。この場合には、第２の通水管２１２は、分岐部８１３において第１の
通水管２１１から分岐し、便器洗浄機構８２０に洗浄水を供給する。　
　以下では、第１の通水管２１１が、給水源２０１に接続され、便器洗浄機構８２０に洗
浄水を供給し、第２の通水管２１２が、分岐部８１３において第１の通水管２１１から分
岐し、衛生洗浄装置１００に洗浄水を供給する場合を例に挙げて説明する。
【００２９】
　接続空間部１１５は、開口窓１３０と第１の仕切部１２３とにより形成されている。第
１の仕切部１２３は、ケーシング本体１２０に設けられ、給水接続部２３１と人体洗浄機
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構１４０とを区画する。第１の仕切部１２３については、後に詳述する。
【００３０】
　また、本実施形態のトイレ装置１０は、第１の電気配線２２１と、第２の電気配線２２
２と、を備える。第１の電気配線２２１は、商用電源２０３に接続され、衛生洗浄装置１
００に電気を供給する。例えば、第１の電気配線２２１は、制御部１４１に電気を供給す
る。第２の電気配線２２２は、第１の電気配線２２１と接続され、便器洗浄機構８２０に
電気を供給する。第２の電気配線２２２は、給電接続部２３３において便器洗浄機構８２
０の便器配線８１９と接続され、便器配線８１９を通して便器洗浄機構８２０に電気を供
給する。
【００３１】
　なお、第１の電気配線は、商用電源２０３に接続され、便器洗浄機構８２０に電気を供
給してもよい。この場合には、第２の電気配線２２２は、第１の電気配線２２１と接続さ
れ、衛生洗浄装置１００に電気を供給する。　
　以下では、第１の電気配線２２１が、商用電源２０３に接続され、衛生洗浄装置１００
に電気を供給し、第２の電気配線２２２が、第１の電気配線２２１と接続され、便器洗浄
機構８２０に電気を供給する場合を例に挙げて説明する。
【００３２】
　第２の電気配線２２２は、便器８００の内部および衛生洗浄装置１００の少なくともい
ずれかの内部に隠蔽されている。第２の電気配線２２２と便器洗浄機構８２０との給電の
接続部（給電接続部２３３）は、接続空間部１１５に設けられている。そして、給電接続
部２３３の接続および取り外しについては、開口窓１３０を開けることにより行うことが
できる。第１の仕切部１２３は、給電接続部２３３と人体洗浄機構１４０とを区画する。
【００３３】
　本実施形態によれば、給水接続部２３１および給電接続部２３３は、接続空間部１１５
に設けられ、開口窓１３０が閉じた状態では外観に露出しない。また、開口窓１３０は、
ケーシング本体１２０の後方部に設けられている。そのため、給水接続部２３１および給
電接続部２３３が使用者等にとって見えにくい。これにより、意匠性に優れたトイレ装置
１０を提供することができる。また、施工業者等は、開口窓１３０を開けることで、第２
の通水管２１２、第２の電気配線２２２、給水接続部２３１および給電接続部２３３の施
工作業あるいはメンテナンス作業をより容易に行うことができる。そのため、施工性およ
びメンテナンス性に優れたトイレ装置１０を提供することができる。
【００３４】
　また、第１の仕切部１２３は、給水接続部２３１と人体洗浄機構１４０とを区画し、給
電接続部２３３と人体洗浄機構１４０とを区画する。これにより、施工業者等は、人体洗
浄機構１４０が設けられていない場所で給水接続および給電接続の作業を行うことができ
る。そのため、施工業者等は、給水接続および給電接続の作業をより容易に行うことがで
きる。また、給水接続部２３１において漏水が生じても、第１の仕切部１２３は、人体洗
浄機構１４０が設けられた空間に水が進入することを抑制する。そのため、人体洗浄機構
１４０の故障を抑制することができる。また、漏水の原因を比較的早いうちに発見するこ
とができる。
【００３５】
　次に、接続空間部の構造について、図面を参照しつつ説明する。　
　図３は、本実施形態の便器の内部構造を表す模式的斜視図である。　
　図４は、本実施形態の接続空間部の構造を表す模式的斜視図である。　
　図５は、本実施形態の接続空間部を上方から眺めた模式的平面図である。　
　図４（ａ）は、各部材が組み立てられた状態を表す模式的斜視図である。図４（ｂ）は
、各部材が分解された状態を表す模式的斜視図である。図４（ａ）では、説明の便宜上、
開口窓１３０を省略している。　
　図５（ａ）は、カバー部材等が組み付けられた状態を表す模式的平面図である。図５（
ｂ）は、カバー部材等が取り外された状態を表す模式的平面図である。
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【００３６】
　図１および図２に関して前述したように、接続空間部１１５は、開口窓１３０と第１の
仕切部１２３とにより形成されている。図４（ａ）および図４（ｂ）に表したように、第
１の仕切部１２３は、第１の壁部１２３ａと、第２の壁部１２３ｂと、第３の壁部１２３
ｃと、を有する。つまり、接続空間部１１５は、開口窓１３０と、第１の壁部１２３ａと
、第２の壁部１２３ｂと、第３の壁部１２３ｃと、により形成されている。
【００３７】
　図３に表したように、便器８００の内部には、便器洗浄機構８２０と、停電対応ユニッ
ト１６５と、が設けられている。停電対応ユニット１６５によれば、使用者は、停電時に
おいて手動操作を行うことでボウル部８０１を洗浄水により洗浄することができる。
【００３８】
　本実施形態の給電接続部２３３は、装置側給電接続部２３４と、便器側給電接続部２３
５と、を有する。装置側給電接続部２３４は、第２の電気配線２２２に接続されている。
便器側給電接続部２３５は、便器配線８１９（図２参照）に接続されている。
【００３９】
　図４（ｂ）に表したように、装置側給電接続部２３４は、装置側電源接続部２３４ａと
、装置側通信接続部２３４ｂと、を有する。第２の電気配線２２２は、装置側電源配線２
２２ａと、装置側通信配線２２２ｂと、を有する。装置側電源接続部２３４ａは、装置側
電源配線２２２ａに接続されている。装置側通信接続部２３４ｂは、装置側通信配線２２
２ｂに接続されている。
【００４０】
　図３に表したように、便器側給電接続部２３５は、便器側電源接続部２３５ａと、便器
側通信接続部２３５ｂと、を有する。便器配線８１９は、便器側電源配線８１９ａと、便
器側通信配線８１９ｂと、を有する。便器側電源接続部２３５ａは、便器側電源配線８１
９ａに接続されている。便器側通信接続部２３５ｂは、便器側通信配線８１９ｂに接続さ
れている。　
　なお、装置側通信配線２２２ｂ、装置側通信接続部２３４ｂ、便器側通信配線８１９ｂ
および便器側通信接続部２３５ｂは、必ずしも設けられていなくともよい。
【００４１】
　図４および図５に表したように、第２の通水管２１２の少なくとも一部と、給水接続部
２３１と、は、接続空間部１１５に設けられている。接続空間部１１５には、給水接続部
２３１と給電接続部２３３とを隔離する第２の仕切部１１６が設けられている。　
　具体的には、図４に表したように、カバー部材１５０が接続空間部１１５に設けられて
いる。カバー部材１５０は、第１の隔離壁１５１を有し、ねじなどの締結部材１５９によ
りケーシング本体１２０に固定されている。つまり、カバー部材１５０は、ケーシング本
体１２０から取り外し可能とされている。図４（ａ）および図５（ａ）に表したように、
カバー部材１５０は、ケーシング本体１２０に取り付けられた状態において給電接続部２
３３を隠蔽する。一方、ケーシング本体１２０は、接続空間部１１５に設けられた第２の
隔離壁１２５を有する。
【００４２】
　図４（ａ）に表したように、カバー部材１５０がケーシング本体１２０に固定された状
態において、第１の隔離壁１５１は、第２の隔離壁１２５を上方から覆っている。つまり
、第２の仕切部１１６は、第１の隔離壁１５１と第２の隔離壁１２５とにより形成されて
いる。
【００４３】
　これによれば、第２の仕切部１１６が給水接続部２３１と給電接続部２３３とを隔離す
るため、給水接続部２３１において漏水が生じても、水が給電接続部２３３の側へ進行す
ることを抑制することができる。これにより、ショート（短絡）が生ずることを抑制する
ことができる。
【００４４】
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　図４（ａ）に表したように、電池ボックス１６１が、カバー部材１５０に載置されてい
る。電池ボックス１６１は、カバー部材１５０に対して着脱自在に設けられ、開口窓１３
０が閉じた状態においてケーシング１１０の内部（接続空間部１１５）に隠蔽されている
。電池ボックス１６１は、商用電源２０３が停電したときに電磁弁８１１を駆動可能な電
池を収納する。例えば、商用電源２０３が停電したときに、使用者等は、開口窓１３０を
開けてカバー部材１５０に載置された電池ボックス１６１を取り出し、電池ボックス１６
１に電池を入れる。そして、使用者等は、電池ボックス１６１を所定の位置に設置すると
、商用電源２０３が停電したときでも電磁弁８１１を開閉させボウル部８０１に洗浄水を
供給することができる。
【００４５】
　これによれば、電池ボックス１６１は、開口窓１３０が閉じた状態においてケーシング
１１０の内部（接続空間部１１５）に隠蔽されている。そのため、衛生洗浄装置１００の
意匠性を損なうことなく、停電時でも便器洗浄を行うことができるトイレ装置１０を提供
することができる。
【００４６】
　図５（ｂ）に表したように、接続空間部１１５におけるケーシング本体１２０には、給
水開口部１１７と、給電開口部１１８と、停電対応ユニット開口部１１９と、が設けられ
ている。施工業者等は、給水開口部１１７の空間を利用して給水接続部２３１の接続作業
を行うことができる。また、施工業者等は、給電開口部１１８の空間を利用して給電接続
部２３３の接続作業を行うことができる。また、施工業者等は、停電対応ユニット開口部
１１９の空間を利用して停電対応ユニット１６５の設置作業を行うことができる。
【００４７】
　次に、本実施形態にかかるトイレ装置１０の施工方法の概略について、図面を参照しつ
つ説明する。　
　図６は、本実施形態にかかるトイレ装置の施工方法の概略を説明する模式的斜視図であ
る。　
　図６（ａ）は、本実施形態にかかるトイレ装置を表す模式的斜視図である。図６（ｂ）
は、図６（ａ）に表した領域Ａ１を拡大した模式的斜視図である。図６（ｃ）は、図６（
ａ）に表した領域Ａ２を拡大した模式的斜視図である。図６（ｄ）は、図６（ａ）に表し
た領域Ａ３を拡大した模式的斜視図である。
【００４８】
　施工業者等は、本実施形態にかかるトイレ装置１０を施工現場に設置する場合には、ま
ず、便器８００を設置し所定の位置に取り付ける。続いて、施工業者等は、衛生洗浄装置
１００を便器８００の上に設置する。続いて、図６（ｂ）に表したように、施工業者等は
、例えば工具２８１を用いて給水接続部２３１の接続（給水の接続）を行う。続いて、図
６（ｃ）に表したように、施工業者等は、ねじなどの締結部材１０９により衛生洗浄装置
１００を便器８００に固定する。例えば、衛生洗浄装置１００は、便器８００に固定され
た取付基板２８３（図６（ｃ）参照）に取り付けられることで便器８００に固定される。
【００４９】
　続いて、図６（ｄ）に表したように、施工業者等は、給電接続部２３３の接続（給電の
接続）を行う。具体的には、施工業者等は、装置側電源接続部２３４ａを便器側電源接続
部２３５ａに接続する。また、施工業者等は、装置側通信接続部２３４ｂを便器側通信接
続部２３５ｂに接続する。そして、図６（ｄ）に表した矢印Ａ１１のように、施工業者等
は、コードブッシュ２３７を所定の部材（例えば取付基板２８３など）に取り付ける。
【００５０】
　次に、本実施形態の給水接続について、図面を参照しつつ説明する。　
　図７は、本実施形態の接続空間部を斜めから眺めた模式的斜視図である。　
　図８は、本実施形態の接続空間部を拡大して眺めた模式的斜視図である。　
　図９は、本実施形態の衛生洗浄装置の分岐金具を説明する模式的斜視図である。　
　図１０は、本実施形態衛生洗浄装置の分岐金具とコントロール蓋との関係を表す模式的
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断面図である。　
　図１１は、本実施形態の給水接続部の接続方法の一例を例示する模式的斜視図である。
　図１２は、給水接続部における工具施工空間を説明する模式的平面図である。
【００５１】
　図９（ａ）は、本実施形態にかかるトイレ装置を表す模式的斜視図である。図９（ｂ）
は、図９（ａ）に表した領域Ａ４を拡大した模式的斜視図である。図１０（ａ）および図
１０（ｂ）は、図９（ｂ）に表した切断面Ｂ－Ｂにおける模式的断面図である。図１１（
ａ）～図１１（ｃ）は、本実施形態の給水接続部の接続手順の一例を例示する模式的斜視
図である。　
　なお、図７、図８、図１１、および図１２では、説明の便宜上、開口窓１３０を省略し
ている。図９では、説明の便宜上、ケーシング１１０を省略している。
【００５２】
　図７に表したように、第２の通水管２１２の少なくとも一部と、給水接続部２３１と、
は、接続空間部１１５に設けられている。図８に表したように、給水接続部２３１は、衛
生洗浄装置１００の分岐金具１４２に接続されている。
【００５３】
　図９（ａ）および図９（ｂ）に表したように、分岐金具１４２は、ケーシング本体１２
０の内部に設けられたコントロール蓋１４４に支持されている。コントロール蓋１４４は
、例えば給水接続部２３１を分岐金具１４２に締め付ける際あるいは給水接続部２３１を
分岐金具１４２から緩める際に生ずる荷重を抑制する。
【００５４】
　具体的には、図１０（ａ）に表したように、施工業者等が給水接続部２３１を分岐金具
１４２に締め付ける際には、分岐金具１４２は、矢印Ａ１２の方向の回転荷重を受ける。
すると、矢印Ａ１３の方向および矢印Ａ１４の方向の荷重がコントロール蓋１４４にかか
る。これにより、コントロール蓋１４４は、矢印Ａ１３の方向および矢印Ａ１４の方向の
荷重を受けることで、給水接続部２３１を分岐金具１４２に締め付ける際に分岐金具１４
２に生ずる荷重を抑制することができる。
【００５５】
　図１０（ｂ）に表したように、施工業者等が給水接続部２３１を分岐金具１４２から緩
める際には、分岐金具１４２は、矢印Ａ１５の方向の回転荷重を受ける。すると、矢印Ａ
１６の方向および矢印Ａ１７の方向の荷重がコントロール蓋１４４にかかる。これにより
、コントロール蓋１４４は、矢印Ａ１６の方向および矢印Ａ１７の方向の荷重を受けるこ
とで、給水接続部２３１を分岐金具１４２に締め付ける際に分岐金具１４２に生ずる荷重
を抑制することができる。
【００５６】
　図１１（ａ）に表した矢印Ａ１８のように、施工業者等は、給水接続部２３１を分岐金
具に接続する場合には、まず、給水接続部２３１を分岐金具１４２に差し込む。続いて、
図１１（ｂ）に表した矢印Ａ１９のように、施工業者等は、給水接続部２３１に設けられ
た例えばナットなどを手で締め、給水接続部２３１を分岐金具１４２に仮固定する。続い
て、図１１（ｃ）に表したように、施工業者等は、例えば工具２８１を用いて給水接続部
２３１に設けられた例えばナットなど締め、給水接続部２３１を分岐金具１４２に固定す
る。
【００５７】
　次に、本実施形態の給電接続について、図面を参照しつつ説明する。　
　図１３は、本実施形態の接続空間部を斜めから眺めた模式的斜視図である。　
　図１４は、本実施形態のカバー部材を表す模式的斜視図である。　
　図１５（ａ）～図１５（ｃ）は、本実施形態の給電接続部の接続方法の一例を例示する
模式的斜視図である。　
　図１６（ａ）～図１６（ｃ）は、本実施形態のカバー部材および開口窓の取り付け方法
の一例を例示する模式的斜視図である。
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【００５８】
　図１３に表したように、便器側電源接続部２３５ａおよび便器側通信接続部２３５ｂは
、接続空間部１１５に配置され、ケーシング本体１２０に取り付けられたカバー部材１５
０により隠蔽されている。
【００５９】
　図１４に表したように、本実施形態のカバー部材１５０は、第１の隔離壁１５１を有す
る。第１の隔離壁１５１は、下端部が開口した切り欠き部１５２を有する。図１３に表し
たように、カバー部材１５０がケーシング本体１２０の接続空間部１１５に配置されると
、接続空間部１１５に設けられた第２の隔離壁１２５が切り欠き部１５２に挿入される。
これにより、第１の隔離壁１５１は、第２の隔離壁１２５を上方から覆う。そして、カバ
ー部材１５０は、ねじなどの締結部材１５９によりケーシング本体１２０に固定される。
【００６０】
　図１５（ａ）に表した矢印Ａ２１のように、施工業者等は、便器側給電接続部２３５を
装置側給電接続部２３４に接続する場合には、まず、便器側電源接続部２３５ａ、便器側
通信接続部２３５ｂおよびコードブッシュ２３７を給電開口部１１８を通して接続空間部
１１５に引き上げる。続いて、図１５（ｂ）に表したように、施工業者等は、装置側電源
接続部２３４ａを便器側電源接続部２３５ａに接続する。また、施工業者等は、装置側通
信接続部２３４ｂを便器側通信接続部２３５ｂに接続する。そして、図１５（ｂ）に表し
た矢印Ａ２２のように、接続した給電接続部２３３をケーシング本体１２０の内部へ押し
込む。続いて、図１５（ｃ）に表した矢印Ａ２３のように、施工業者等は、コードブッシ
ュ２３７を取付基板２８３に取り付ける。
【００６１】
　続いて、図１６（ａ）に表したように、施工業者等は、カバー部材１５０を接続空間部
１１５に配置する。そして、図１６（ｂ）に表したように、施工業者等は、ねじなどの締
結部材１５９によりカバー部材１５０をケーシング本体１２０に固定する。これにより、
給電接続部２３３がカバー部材１５０により隠蔽される。続いて、図１６（ｃ）に表した
ように、施工業者等は、開口窓１３０をケーシング本体１２０に取り付ける。これにより
、接続空間部１１５を開口窓１３０により隠蔽することができる。
【００６２】
　次に、各部材の具体例について、図面を参照しつつ説明する。　
　図１７は、本実施形態の接続空間部を表す模式的斜視図である。　
　図１８は、本実施形態の開口窓を表す模式的斜視図である。　
　図１９は、本実施形態の開口窓を表す模式的平面図である。　
　図２０は、本実施形態のケーシング本体の開口部分を表す模式的斜視図である。　
　図２１は、本実施形態のカバー部材を表す模式的斜視図である。
【００６３】
　図１８（ａ）は、本実施形態の開口窓を表す模式的斜視図である。図１８（ｂ）は、図
１８（ａ）に表した領域Ａ５を拡大した模式的斜視図である。図１８（ｃ）は、図１８（
ａ）に表した領域Ａ６を拡大した模式的斜視図である。図１８（ｄ）は、図１８（ａ）に
表した領域Ａ７を拡大した模式的斜視図である。　
　図２０（ａ）は、本実施形態のケーシング本体の開口部分を表す模式的斜視図である。
図２０（ｂ）は、図２０（ａ）に表した領域Ａ８を拡大した模式的斜視図である。図２０
（ｃ）は、図２０（ａ）に表した領域Ａ９を拡大した模式的斜視図である。　
　図２１（ａ）は、本実施形態のカバー部材を表す模式的斜視図である。図２１（ｂ）は
、図２１（ａ）に表した領域Ａ３１を拡大した模式的斜視図である。図２１（ｃ）は、図
２１（ａ）に表した領域Ａ３２を拡大した模式的斜視図である。
【００６４】
　図１７に表したように、本実施形態のカバー部材１５０は、接続空間部１１５に設けら
れ、ケーシング本体１２０に取り付けられた開口窓１３０により隠蔽される。　
　図１８（ａ）に表したように、本実施形態の開口窓１３０は、中央嵌合部（第２の嵌合
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部）１３１と、第１の側方嵌合部１３３と、第２の側方嵌合部１３４と、第１の下方嵌合
部１３５と、第２の下方嵌合部１３６と、を有する。中央嵌合部１３１、第１の側方嵌合
部１３３、第２の側方嵌合部１３４、第１の下方嵌合部１３５および第２の下方嵌合部１
３６は、開口窓１３０が閉じた状態において接続空間部１１５の側に設けられている。
【００６５】
　図１８（ａ）に表したように、中央嵌合部１３１は、第１の突起部１３１ａと、第２の
突起部１３１ｂと、を有する。第１の突起部１３１ａおよび第２の突起部１３１ｂは、開
口窓１３０がケーシング本体１２０に取り付けられた状態において側方へ突出している。
第１の突起部１３１ａの突出方向は、第２の突起部１３１ｂの突出方向と反対である。
【００６６】
　図１８（ｂ）に表したように、第１の側方嵌合部１３３は、孔１３３ａを有する。第２
の側方嵌合部１３４は、第１の側方嵌合部１３３と同様に、図示しない孔を有する。
【００６７】
　図１８（ｃ）に表したように、第１の下方嵌合部１３５は、軸を支持する軸支部１３５
ａを有する。第２の下方嵌合部１３６は、第１の下方嵌合部１３５と同様に、軸を支持す
る図示しない軸支部を有する。
【００６８】
　図１９に表したように、開口窓１３０は、掛かり部１３７を有する。掛かり部１３７は
、開口窓１３０が閉じた状態において接続空間部１１５と反対の側に設けられている。こ
れにより、施工業者等は、掛かり部１３７に手を掛けることでより容易に開口窓１３０を
開け、接続空間部１１５における接続作業等を行うことができる。
【００６９】
　図２０に表したように、本実施形態のケーシング本体１２０は、第２の軸嵌合部１２２
と、第１の凸部１２４と、第２の凸部１２６と、を有する。図２０（ｃ）に表したように
、第２の軸嵌合部１２２は、第２の軸部１２２ａを有し、接続空間部１１５の下方部に設
けられる。第２の軸部１２２ａは、開口窓１３０の第２の下方嵌合部１３６の軸支部と係
合する。図２０（ｂ）に表したように、第１の凸部１２４は、第２の壁部１２３ｂに設け
られ、接続空間部１１５の内側へ向かって突出している。第２の凸部１２６は、第３の壁
部１２３ｃに設けられ、接続空間部１１５の内側へ向かって突出している。
【００７０】
　図２１（ａ）～図２１（ｃ）に表したように、本実施形態のカバー部材１５０は、嵌合
孔（第１の嵌合部）１５３と、第１の軸嵌合部１５５と、を有する。嵌合孔１５３は、カ
バー部材１５０がケーシング本体１２０に取り付けられた状態において接続空間部１１５
の略中央部に配置され、開口窓１３０が閉じた状態において中央嵌合部１３１と係合する
。第１の軸嵌合部１５５は、第１の軸部１５５ａを有し、カバー部材１５０がケーシング
本体１２０に取り付けられた状態において接続空間部１１５の下方部に配置される。第１
の軸部１５５ａは、開口窓１３０の第１の下方嵌合部１３５の軸支部１３５ａと係合する
。
【００７１】
　次に、本実施形態のカバー部材１５０および開口窓１３０の施工方法の一例について、
図面を参照しつつ説明する。　
　図２２（ａ）～図２２（ｄ）は、本実施形態のカバー部材および開口窓の施工方法の一
例を例示する模式的斜視図である。　
　図２３は、図２２（ｄ）に表した切断面Ｃ－Ｃにおける模式的断面図である。
【００７２】
　図２２（ａ）に表したように、施工業者等は、カバー部材１５０および開口窓１３０を
ケーシング本体１２０に取り付ける前に、まず、図７～図１２に関して前述した給水接続
および図１３～図１６に関して前述した給電接続を行う。
【００７３】
　続いて、図２２（ｂ）に表したように、施工業者等は、ねじなどの締結部材１５９によ
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りカバー部材１５０をケーシング本体１２０に固定する。続いて、図２２（ｃ）に表した
矢印Ａ２５のように、施工業者等は、開口窓１３０の第１の下方嵌合部１３５の軸支部１
３５ａと、カバー部材１５０の第１の軸嵌合部１５５の第１の軸部１５５ａと、を係合さ
せる。また、図２２（ｃ）に表した矢印Ａ２６のように、施工業者等は、開口窓１３０の
第２の下方嵌合部１３６の軸支部と、ケーシング本体１２０の第２の軸嵌合部１２２の第
２の軸部１２２ａと、を係合させる。
【００７４】
　続いて、図２２（ｄ）に表したように、施工業者等は、第１の軸部１５５ａおよび第２
の軸部１２２ａを略中心として開口窓１３０を回転させ、開口窓１３０の中央嵌合部１３
１と、カバー部材１５０の嵌合孔１５３と、を係合させる。このとき、図２３に表したよ
うに、中央嵌合部１３１の少なくとも一部は、嵌合孔１５３を貫通している。具体的には
、中央嵌合部１３１の第１の突起部１３１ａおよび中央嵌合部１３１の第２の突起部１３
１ｂは、嵌合孔１５３を貫通し、嵌合孔１５３と係合している。これにより、開口窓１３
０は、閉じた状態で保持される。
【００７５】
　本実施形態によれば、施工業者等は、カバー部材１５０をケーシング本体１２０に取り
付けていない場合には、開口窓１３０の第１の下方嵌合部１３５の軸支部１３５ａと、カ
バー部材１５０の第１の軸嵌合部１５５の第１の軸部１５５ａと、を係合させることがで
きない。また、施工業者等は、カバー部材１５０をケーシング本体１２０に取り付けてい
ない場合には、開口窓１３０の中央嵌合部１３１と、カバー部材１５０の嵌合孔１５３と
、を係合させることができない。そのため、施工業者等によるカバー部材１５０の取り付
け忘れを防止することができる。
【００７６】
　次に、接続空間部１１５の周囲の排水構造について、図面を参照しつつ説明する。　
　図２４は、本実施形態の接続空間部の周囲の水の流れを表す模式的斜視図である。　
　図２５は、本実施形態の排水溝を表す模式的斜視図である。　
　図２６は、本実施形態の開口窓を表す模式的平面図である。　
　図２７は、本実施形態の排水溝および導水リブを表す模式的断面図である。　
　図２８は、変形例の排水溝を表す模式的斜視図である。
【００７７】
　図２７（ａ）は、図２４に表した切断面Ｄ－Ｄにおける模式的断面図である。図２７（
ｂ）は、図２７（ａ）に表した領域Ａ３３を拡大した模式的断面図である。
【００７８】
　例えば図２４に表した矢印Ａ２７のように、水が開口窓１３０の周囲にかかると、水は
、図２４に表した矢印Ａ２８および矢印Ａ２９のように、接続空間部１１５に進入するこ
となく、開口窓１３０の周囲を流れトイレ装置１０の外部へ排出される。
【００７９】
　すなわち、図２５に表したように、ケーシング本体１２０は、排水溝１２７を有する。
排水溝１２７は、ケーシング本体１２０の開口１２１の周囲のうちの上方部および側方部
に設けられている。　
　図２６に表したように、開口窓１３０は、導水リブ１３９を有する。導水リブ１３９は
、開口窓１３０がケーシング本体１２０の開口１２１を閉じた状態において接続空間部１
１５の側に設けられ、接続空間部１１５の側へ向かって突出している。導水リブ１３９は
、開口窓１３０がケーシング本体１２０に取り付けられた状態において、開口窓１３０の
周縁部のうちの上方部および側方部に設けられている。
【００８０】
　図２７（ｂ）に表した矢印Ａ４１のように、水が開口窓１３０の周囲にかかると、水は
、ケーシング本体１２０と開口窓１３０との間の隙間から進入することがある。この場合
において、本実施形態によれば、ケーシング本体１２０と開口窓１３０との間の隙間から
進入した水は、開口窓１３０の導水リブ１３９を伝ってケーシング本体１２０の排水溝１
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導かれた水は、接続空間部１１５に進入することなく、排水溝１２７を通りトイレ装置１
０の外部へ排出される。これにより、水が給電接続部２３３にかかることはない。そのた
め、給電接続部２３３においてショートが生ずることを抑制することができる。
【００８１】
　図２８に表した変形例の排水溝１２７ａのように、側方部の高さが中央部の高さよりも
低い高低差が設けられている場合には、ケーシング本体１２０と開口窓１３０との間の隙
間から進入した水をより確実に側方部の排水溝１２７ａへ導きトイレ装置１０の外部へ排
出することができる。
【００８２】
　以上、本発明の実施の形態について説明した。しかし、本発明はこれらの記述に限定さ
れるものではない。前述の実施の形態に関して、当業者が適宜設計変更を加えたものも、
本発明の特徴を備えている限り、本発明の範囲に包含される。例えば、衛生洗浄装置１０
０および便器８００などが備える各要素の形状、寸法、材質、配置などや給水接続部２３
１、給電接続部２３３、第１の通水管２１１、第２の通水管２１２、第１の電気配線２２
１および第２の電気配線２２２の設置形態などは、例示したものに限定されるわけではな
く適宜変更することができる。　
　また、前述した各実施の形態が備える各要素は、技術的に可能な限りにおいて組み合わ
せることができ、これらを組み合わせたものも本発明の特徴を含む限り本発明の範囲に包
含される。
【符号の説明】
【００８３】
　１０ トイレ装置、　１００ 衛生洗浄装置、　１０９ 締結部材、　１１０ ケーシング
、　１１５ 接続空間部、　１１６ 第２の仕切部、　１１７ 給水開口部、　１１８ 給電
開口部、　１１９ 停電対応ユニット開口部、　１２０ ケーシング本体、　１２１ 開口
、　１２２ 第２の軸嵌合部、　１２２ａ 第２の軸部、　１２３ 第１の仕切部、　１２
３ａ 第１の壁部、　１２３ｂ 第２の壁部、　１２３ｃ 第３の壁部、　１２４ 第１の凸
部、　１２５ 第２の隔離壁、　１２６ 第２の凸部、　１２７、１２７ａ 排水溝、　１
３０ 開口窓、　１３１ 中央嵌合部、　１３１ａ 第１の突起部、　１３１ｂ 第２の突起
部、　１３３ 第１の側方嵌合部、　１３３ａ 孔、　１３４ 第２の側方嵌合部、　１３
５ 第１の下方嵌合部、　１３５ａ 軸支部、　１３６ 第２の下方嵌合部、　１３７ 掛か
り部、　１３９ 導水リブ、　１４０ 人体洗浄機構、　１４１ 制御部、　１４２ 分岐金
具、　１４３ ノズルモータ、　１４４ コントロール蓋、　１４５ ノズル、　１４５ａ 
ノズル配管、　１４５ｂ ノズル本体、　１５０ カバー部材、　１５１ 第１の隔離壁、
　１５２ 切り欠き部、　１５３ 嵌合孔、　１５５ 第１の軸嵌合部、　１５５ａ 第１の
軸部、　１５９ 締結部材、　１６１ 電池ボックス、　１６５ 停電対応ユニット、　１
８０ 便座、　２０１ 給水源、　２０３ 商用電源、　２１１ 第１の通水管、　２１１ａ
 第１の配管、　２１１ｂ 第２の配管、　２１１ｃ 第３の配管、　２１２ 第２の通水管
、　２２１ 第１の電気配線、　２２２ 第２の電気配線、　２２２ａ 装置側電源配線、
　２２２ｂ 装置側通信配線、　２３１ 給水接続部、　２３３ 給電接続部、　２３４ 装
置側給電接続部、　２３４ａ 装置側電源接続部、　２３４ｂ 装置側通信接続部、　２３
５ 便器側給電接続部、　２３５ａ 便器側電源接続部、　２３５ｂ 便器側通信接続部、
　２３７ コードブッシュ、　２８１ 工具、　２８３ 取付基板、　８００ 便器、　８０
１ ボウル部、　８１１ 電磁弁、　８１３ 分岐部、　８１９ 便器配線、　８１９ａ 便
器側電源配線、　８１９ｂ 便器側通信配線、　８２０ 便器洗浄機構
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